
１０，０８４ 人

 ●町の貯金と借金 （一般会計　平成27年度末）

貯金 借金

町民１人当たりの貯金 町民１人当たりの将来にわたる負担

財源を調整する為の積立金残高・・ 9億6,742万円

借金を返す為の積立金残高・・・・・・ 10億7,977万円

その他の積立金残高・・・・・・・・・・・・ 5億4,127万円

 ●町民１人あたりの歳出決算額（一般会計）

※町の歳出経費を平成２８年３月末の人口１０，０８４人で割って計算しています。

まちの財政（一般会計）を、年間収入３００万円の家庭に置き換えてみると１ケ月当たりの収入支出は･･･

※四捨五入処理しておりますので合計が合わない場合があります。

（普通建設事業費）

小　計

その他

（繰越金、諸収入）

預金引出し

（基金の繰入れ）

親などからの援助

（地方交付税・補助金など）

借入金

（町債）

小　計

1.3％

11.0％

25,963円

12.1％

32,336円

（維持補修費・災害復旧費）

町内会費・寄付金

（補助費等）

家の新築・改築など

家や車の補修費

4.0％

11.4％

６３万円／年

収入(300万円／年間）

事業収入

（町税）

パート収入

（使用料など）

13.7％

3,068円

（積立金）

1.6％

自
主
財
源

生活費など

（人件費・扶助費）

光熱水費、車の購入など

37,293円

32.7％

15.8％

27,852円

11.8％

3,776円

28,560円

（物件費）

ローン返済

（公債費）

子どもへの仕送り

（繰出金）

預金（貯金）

100.0％

250,000円236,030円

100.0％
収入合計支出合計

10,000円

平成２８年３月末住民基本台帳人口

77,182円 28,500円

２５億８，８４６万円 ６０億５，４８３万円

約６０万０千円約２５万７千円

支出（283万円／年）

17,500円

7.0％

21.5％

178,750円

71.5％

13,750円

53,750円

依
存
財
源

5.5％

0.6％

1,500円

196,250円

78.5％

平成２７年度に町民の皆さんに納めていた
だいた税金や、国・県からの補助金・地方交
付税などがどのくらい入り、どのように使わ
れたかを示す一般会計等決算の概況を次のと
おり公表します。
６７億１，０２５万円の歳入(収入)に対し

て６３億３，５２８万円の歳出(支出)があ
り、差し引き３億７，４９７万円は平成２８
年度に繰越しました。

ぜひご覧下さい!!

上記のうち、地方債（借金）の種類ごとに異なり

ますが、毎年返済する元金と利子の30％～100％

が地方交付税（国から全国の市町村に配分される

お金）において措置されます。



（単位：万円）

年度 平成26年度 平成27年度

款 決 算 額 決 算 額

197,789 214,388 8.4

69,956 69,194 △ 1.1

60,445 55,129 △ 8.8

64,277 80,540 25.3

69,604 67,036 △ 3.7

64,831 65,684 1.3

48,842 43,715 △ 10.5

2,313 3,343 44.5

18,378 19,976 8.7

9,498 9,824 3.4

6,813 4,699 △ 31.0

0 0 0.0

0 0 0.0

612,746 633,528 3.4

（単位：万円）

年度 平成26年度 平成27年度

款 決 算 額 決 算 額

290,225 300,191 3.4

77,954 76,445 △ 1.9

63,430 77,631 22.4

67,129 73,977 10.2

51,540 47,202 △ 8.4

36,141 30,460 △ 15.7

19,754 28,239 43.0

11,358 13,513 19.0

19,104 21,181 10.9

5,919 730 △ 87.7

652 1,456 123.3

643,206 671,025 4.3

６７億１，０２５万円

前年度比
（ ％ ）

地 方 交 付 税

町 税

土 木 費

総 務 費

衛 生 費

農林水産業費

一般会計の目的別歳出決算の状況

教 育 費

予 備 費

前年度比
（ ％ ）

民 生 費

公 債 費

寄 附 金

合 計

負担金及び使用料

繰 入 金

繰 越 金

地方譲与税等

財産収入及び諸収入

６３億３，５２８万円

合 計

●収入

町 債

●支出

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

　決算額(一般会計)は、平成２６年度と比較して２億０，７８２万

円、３．４％の増となりました。

　目的別に見てみますと、民生費で１億６，５９９万円の増と大幅

に増えておりますが、これは、木質バイオマス利用施設整備事業に

よるものです。また、地方創生推進事業や再生可能エネルギー等導

入事業などの完了に伴い、総務費において１億６，２６３万円の増

で２５．３％の増となっております。その他の費目については全体

的に昨年度より微増となっております。

　公債費（借金返済）につきましては平成２０年度決算をピークに

減少傾向にありますが、引き続き多額の支出が必要で今後も高い水

準で推移する見込みです。

 　６３億３，５２８万円

　決算額(一般会計)は、平成２６年度と比較して２億７，８１９万

円、４．３％の増となりました。

　主な増額の要因としましては、多面的機能支払推進事業や社会資

本整備総合交付金等の実施により国庫支出金・県支出金が増額だっ

たことや、地方消費税交付金の交付額が増額となったことなどがあ

げられます。

　収入総額の４４．７％を地方交付税（国からの配分金）が占めて

おり、町税におきましては近年の景気低迷及び人口の減少等によ

り、平成２７年度については１．９％の減となりました。地方交付

税等の依存財源に頼った財政運営となっておりますので、今後、地

方交付税が減額されることになりますと更に厳しい財政運営を迫ら

れる事になります。

一般会計の歳入決算の状況６７億１，０２５万円

災 害 復 旧 費

消 防 費

議 会 費

商 工 費

労 働 費

地方交付税

44.7％

町税

11.4％

県支出金

11.6％

国庫支出金

11.0％

町債

7.0％

繰越金

4.6％
地方譲与税等

4.2％

財産収入及び

諸収入

2.0％

負担金及び

使用料

3.2％

繰入金

0.1％

寄附金

0.2％

民生費

33.8％

公債費

10.9％

土木費

8.7％

総務費

12.7％

衛生費

10.6％

農林水産業費

10.4％
教育費

6.9％

災害復旧費

0.5％ 消防費

3.2％

議会費

1.6％

商工費

0.7％

労働費

0.0％

平成２７年度 決算報告

歳出総額

歳入総額



国民健康保険特別会計（事業勘定）
平成26年度 平成27年度 ２，４４１万円

歳入 ― １６億９，０８２万円 ３，０７０万円

歳出 ― １６億１，５６１万円 １，７９５万円

差引額 ― ７，５２１万円 民生費
国民健康保険特別会計（直診勘定） １，８６９万円

平成26年度 平成27年度 ３億３，６７３万円

歳入 ― ６９５万円 １億５，５６９万円

歳出 ― ６９５万円 ４，４３１万円

差引額 ― ０万円 １億１，６４４万円

後期高齢者医療特別会計 衛生費
平成26年度 平成27年度 １億４，９９８万円

歳入 １億３，１８３万円 １億３，３４７万円 ２億５，３４２万円

歳出 １億２，９９６万円 １億３，２３０万円 ４，０２４万円

差引額 １８７万円 １１７万円

介護保険特別会計 ９，３４９万円

平成26年度 平成27年度 ５，１７８万円

歳入 １４億７，７４８万円 １５億０，８１１万円 ４，１９５万円

歳出 １４億２，７５５万円 １４億４，０８１万円 ２，４５５万円

差引額 ４，９９３万円 ６，７３０万円 ５，６６７万円

久米財産区特別会計 １，０３４万円

平成26年度 平成27年度 ３，５１２万円

歳入 ６６６万円 ２，３３４万円

歳出 ５９７万円 ２，１６７万円 １，１３１万円

差引額 ６９万円 １６７万円 ４９２万円

下水道事業特別会計 ７１９万円

平成26年度 平成27年度 土木費
歳入 ５億０，３１５万円 ４億９，２８３万円 １億６，５９９万円

歳出 ４億８，５３８万円 ４億８，０３６万円 ５，２１７万円

差引額 １，７７７万円 １，２４７万円 ２，７６１万円

上水道事業特別会計 １，５５５万円

収益的収支 平成26年度 平成27年度
収入 １億８，８０４万円 １億８，７７３万円 １億３，２５３万円

支出 １億７，６２５万円 １億５，８９２万円 ５５９万円

差引額 １，１７９万円 ２，８８１万円 １，１１９万円

資本的収支 平成26年度 平成27年度 教育費
収入 ３２５万円 ２３６万円 ２，０６３万円

支出 ６，１３７万円 １億０，５８１万円 ９８３万円

差引額 △５，８１２万円 △１億０，３４５万円 災害復旧費
１８５万円

２，６９６万円

４６３万円

６億９，１９４万円

　

多良木町 財政再生基準

実質赤字比率 － ２０％

連結実質赤字比率 － ３０％

実質公債費比率 １１．０％ ３５％

将来負担比率 ６８．３％ －

※実質赤字比率と連結実質赤字比率は赤字がないため、比率は発生しません。

※資金不足比率については公営企業会計に赤字がないため、比率は発生しません。

地方創生（地域消費喚起・生活支援型）推進事業

地方創生（先行型）推進事業

※資本的収支の不足額については過年度分損益勘定留保資金で
補塡しています。

町道小田原庚申線整備事業（繰越分）

耐震性貯水槽設置事業

林業用施設災害復旧事業（繰越分含む）

公共土木施設災害復旧事業

人吉球磨広域行政組合負担金（ごみ処理施設等）

球磨郡公立多良木病院負担金

歴史回廊たらぎ交流促進事業

多面的機能支払長寿命化事業費

３５０％

２５％

２０％

１５％

早期健全化基準

　自治体の財政を適正に運営することを目的として、国では平成１９年に財政健全化法を定めました。

　この法律は、新たな財政指標により、早期健全化と財政再生の２段階で自治体の財政悪化をチェックするとともに、特別会計や

公営企業会計も合わせた連結決算により、自治体の財政状況を明らかにしようとするものです。

　この財政指標では、早期健全化基準（黄信号）と財政再生基準（赤信号）が定められ、さらに上・下水道などの公営企業会計に

ついても個別に経営健全化基準（黄信号）が定められています。

　平成２０年度の決算からは、この指標のいずれかが基準を上回った自治体には、財政の健全化に向けた計画の策定など、さまざ

まな制約が課せられます。

　平成２７年度の決算に基づく算定の結果、多良木町では、いずれの指標も早期健全化基準を下回る数値となっています。

多面的機能支払事業費

大久保地区畑地帯総合整備事業費

第二多良木地区基盤整備事業費

農業用施設災害復旧事業

起債(借入金）の償還

林道槻木南線改良事業

上球磨消防組合負担金

黒肥地小学校校舎改修事業

公債費

町民体育館トレーニング器具購入事業

消防費

小型動力ポンプ購入

多良木町緊急地域経済対策事業（住宅リフォーム）

商工費

平成２７年度の主な事業費
総務費

社会資本整備総合交付金事業（繰越分含む）

町道湯原線整備事業（繰越分含む）

町営住宅覚井団地下水道接続事業

子育て世帯臨時特例給付事業

再生可能エネルギー等導入事業

臨時福祉給付金事業

児童手当給付事業

木質バイオマス利用施設整備事業

多良木町商工会運営補助

林道荒水谷線舗装事業

介護・訓練等給付事業

中山間地域等直接支払制度交付金

農林水産業費
乳幼児医療費扶助事業

特別会計の決算

財政健全化判断比率の公表について


